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東海市告示第４８号 

 

令和７年度東海市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等補助金交付要綱を次のように

定める。 

 

令和７年４月１日 

 

                     東海市長 花 田 勝 重     

 

 

令和７年度東海市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の補

聴器の購入、修理又は更新に係る費用の一部を補助することにより、当該軽度・中

等度難聴児の言語習得及び教育における健全な発達を支援し、もって福祉の増進に

資することを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助対象者は、次に掲げる全ての要件を満たす児童（以下「対象児童」とい

う。）の保護者で、市内に住所を有するものとする。 

 市内に住所を有する者であること。 

 第６条の規定による交付申請をする日において１８歳未満であること。 

 両耳の聴力レベルが３０デシベル以上であり、かつ、身体障害者手帳の交付の

対象とならない者であること。 

 補聴器の装用により言語の習得等一定の効果が期待できると、身体障害者福祉

法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に規定する医師又は障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５４条第２項に規定する指定自立支援医療機関の医師（以下「医師」という。）

により診断された者であること。 

２ 第４条に規定する補助対象経費について、労働者災害補償保険法（昭和２２年法

律第５０号）その他の法令の規定に基づく助成を受けている場合は、前項の規定に
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かかわらず、当該対象児童の保護者は、補助対象者としない。 

（補助対象となる補聴器） 

第３条 補助の対象となる補聴器は、補装具の種目、購入等に要する費用の額の算定

等に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２８号。以下「基準」という。）別

表に規定する補聴器とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、新たに補聴器を購入する経費、補聴器の修理に要

する経費又は基準別表補聴器の項に規定する耐用年数が経過した後に補聴器を更

新する経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の実費又は基準別表の規定によ

り算定される額のいずれか少ない額に３分の２を乗じて得た額（１，０００円未満

の端数は、切り捨てる。）とし、予算で定めた額の範囲内において交付する。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする対象児童の保護者（以下「申請者」という。）

は、あらかじめ、補助金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。ただし、市長が必要ないと認めたときは、当該書類の添付を省略す

ることができる。 

 医師が対象児童の聴力検査を実施した上で交付した意見書（以下「医師意見書」

という。） 

 医師意見書に基づき、補聴器取扱業者が作成した見積書 

 申請者及び申請者と同一世帯に属する者全員の当該年度分の市町村民税所得

割の額を確認することができる書類 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の変更申請） 

第７条 申請者は、前条の規定により申請した内容に変更が生じたときは、速やかに

補助金変更交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付の内定及び通知） 

第８条 市長は、前２条の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認め

るときは、補助金交付内定通知書により、その旨を申請者に通知するものとする。 

（完了届） 
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第９条 前条の規定による通知を受けた者（以下「受給決定者」という。）は、補聴器

の購入、修理又は更新が完了したときは、完了の日から起算して１４日を経過した

日又は令和８年３月３１日のいずれか早い日までに、完了届を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、当該期日までに提出できないときは、完了（見込）届を提出

しなければならない。 

２ 前項ただし書の規定により完了（見込）届を提出した受給決定者は、その内容に

従い補聴器の購入、修理又は更新が完了したときを除き、同項本文の規定による期

日経過後、速やかに完了届を提出しなければならない。 

（補助金の額の確定及び通知） 

第１０条 市長は、前条の完了届を受理したときは、速やかに補助金の額を確定し、

受給決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び支払） 

第１１条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払う

ものとする。 

２ 受給決定者は、前項の規定による補助金の支払を受けようとするときは、補助金

支払請求書を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部

若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させ

ることができる。 

 この要綱又は交付決定に付した条件に違反したとき。 

 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の執行に関して不正の行為があっ

たとき。 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

 


